
事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

(1)安心子育て環境づくり

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

地域少子化対策強化事業費
安心して子どもを生み育てることができる環境づくりのた
め、結婚から子育てまでの「切れ目ない支援」や地域の
環境づくりを推進する。

109,144 継続
・地域少子化対策重点推進交付
金

放課後児童緊急対策事業費
放課後児童クラブの待機児童の緊急的な預かり事業
や、小規模かつ多機能な施設での支援を行い、子どもの
放課後の多様な居場所の確保を推進する。

2,437 新規

地域子ども・子育て支援事業
費

市町村が子ども・子育て家庭等を対象として実施する「地
域子ども・子育て支援事業」等に対し支援する。

5,085,782 継続 ・子育て支援費補助金

「共生型地域福祉拠点」推進
強化事業費

子育てに取り組む世代を社会全体でサポートするととも
に、地域の多世代が支え合う拠点の機能強化や一層の
拠点整備の促進を図る。

3,858 新規 ・地方創生推進交付金

幼児教育無償化実施事業費
幼児教育無償化に伴うシステム改修や広報等に係る経
費を市町村へ交付するほか、施設等の指導・監督等を行
う。

3,011,240 新規
・子ども・子育て支援事業費補助
金

子育て女性再就職応援事業

子育て女性に対し、再就職への不安を解消する取組を
行い、企業とのマッチング機会の創出や就職に至るまで
のフォローアップを行うとともに、子育て女性の就業支援
事例集を作成し、全道へ普及する。

4,307 継続 ・地方創生推進交付金

幼児教育推進事業費
公私の別や施設類型を超えて幼児教育施設の一体的な
質の向上を図るため、研修や助言体制等を充実すること
により、幼児教育の振興を支える体制づくりを進める。

14,007 新規
・教育支援体制整備事業費交付
金

(2)多様な主体の活躍の場づくり

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

就業環境改善支援事業費
中小企業等の就業環境改善を促進するため、地域企業
へのハンズオン支援と優良事例の普及に取り組む。

12,302 継続 ・地方創生推進交付金

多様な人材の安定就業促進
事業費

若年者や女性など多様な働き手のものづくり産業等への
就業促進に向け、カウンセリングの実施、就業体験の提
供、合同企業説明会や職場定着に関するセミナーの開
催等を行う。

210,659 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

２０１９年度
北海道創生総合戦略（重点戦略プロジェクト）関連事業の概要

１．安心のまち・暮らし「住まいる北海道」プロジェクト

 子育てやゆとりある生活に適した本道の暮らしのブランド化と発信により、誰もが自らの個性に応じ活躍し、心豊

かに安心して暮らし続けるとともに、多くの人々を呼び込むことができる地域社会をつくる。  

 

 

・女性活躍の「見える化」と応援強化 

・若者、アクティブ・シニア等の活躍の場づくり 

 
・地域ぐるみの「結婚・妊娠･出産・子育て」 

サポート体制づくり 

多 様 な主 体 の活 躍 の場 づくり  安 心 子 育 て環 境 づくり  

 

・医師、看護師、介護職員、保育士などの育成・確保 

・広域分散型の地域構造に対応した周産期・救急医療体制の構築（メディカルウイング等） 

・再生医療や創薬など先端医療の振興と健康長寿関連産業の集積促進 

「安 心 」の医 療 ・福 祉 基 盤  

＜呼び込み＞ 

・多世代のニーズに応じたサポート体制の強化による移住促進 ・本社機能や研修機能、テレワークなど新たな視点による企業誘致 

＜まちづくり＞ 

・「生涯活躍のまち（日本版 CCRC）」構想の地域展開  ・コミュニティビジネスの創出 

・多世代が交流し、多様なサービス支援を担うネットワーク型の小さな拠点づくり 

「北海道暮らし」のブランド化 

資料 １－２
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事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

障がい者就労促進地域連携
事業費

障がいのある生徒の職業的自立を図るため、関係部と
連携し、就労促進や就労継続に向けた体制を整備する。

4,487 新規

ゆとり推進費（高齢者・障が
い者の多様で柔軟な働き方
導入促進事業）

高齢者や障がい者が多様で柔軟な働き方ができる環境
を整備するため、意識調査や先進事例調査、検討会を
実施するとともに、検討会で取りまとめた具体的な方策
の普及啓発を行う。

3,753 新規

(3)「北海道暮らし」のブランド化

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

北海道移住サポート推進事
業費

移住・就業相談などのワンストップ窓口を都内で運営す
るほか、首都圏の若者等を対象に、本道の魅力を感じ、
地域への関心を高める取組を実施する。

27,535 新規 ・地方創生推進交付金

関係人口創出・拡大モデル
事業費

地域外の人が「関係人口」として、地域と継続的なつなが
りを持つ機会を提供するため、首都圏企業を対象に北海
道でのワーケーションの取組を行うことにより、「関係人
口」の創出・拡大を図る。

8,943 新規 ・地域戦略費委託金

人材誘致促進事業費

地域の産業を支える若年者等の人材確保のため、首都
圏等大学と連携した取り組みを進めるとともに、首都圏
等で行うフェアへ出展するなどして、若年者等の道内へ
のＵ・Ｉターン就職の促進を図る。

4,812 新規 ・地方創生推進交付金

ＵＩＪターン新規就業支援事
業

東京圏からのＵＩＪターンによる新規就業を促進するた
め、マッチングサイトを開設するとともに、市町村が支給
する移住支援金に対し補助する。

70,740 新規 ・地方創生推進交付金

鉄道利用促進事業費
北海道鉄道活性化協議会が行う鉄道利用促進等の取組
に要する経費を負担する。

28,000 新規

鉄道利用促進環境整備交付
金

ＪＲ北海道が行う維持困難線区における利用促進に係る
設備投資に対し、緊急的かつ臨時的な支援を行う。

200,000 新規

道内路線トライアル運航実
施事業費

道内未就航区間における新規路線誘致に向け、航空需
要実態や課題等を把握するため、一定期間の実証運航
を行う。

14,000 新規 ・航空振興基金繰入金

本社機能・オフィス拠点誘致
加速化事業費

人手不足やリスク分散を理由とした首都圏等企業の地方
拠点拡大の動きに呼応するため、首都圏等企業の本社
機能移転拡充やサテライトオフィス等の立地を加速し、
道内における仕事や人の流れを創出する。

4,898 継続 ・地方創生推進交付金

(4)「安心」の医療・福祉基盤

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

障がい者用介護ロボット等導
入支援事業費

障がい福祉の現場等においてロボット技術を活用し、介
護業務等に係る負担の軽減を推進するため、施設・事業
所へのロボット技術導入費用を助成する。

1,200 新規 ・障害者総合支援事業費補助金

地域医師連携支援センター
運営事業費

医師不足の状況等を把握・分析し、医師のキャリア形成
支援と一体的に医師不足病院の医師確保支援等を行う
ため、保健福祉部内に地域医師連携支援センターを設
置し、医師の地域偏在の解消を図る。

79,812
継続

（拡充）
・地域医療介護総合確保基金

介護従事者確保総合推進事
業費（入門的研修実施事業
費）

介護分野への参入のきっかけを作るとともに、介護の業
務に携わる上での不安を払拭するため、介護未経験者
が介護に関する基本的な知識・技術を学ぶ入門的研修
を実施する。

22,697 新規 ・地域医療介護総合確保基金

介護従事者確保総合推進事
業費（介護助手普及促進事
業費）

介護現場への多様な人材の就労促進を図るため、地域
の多様な人材を介護助手として直接介助以外の周辺業
務に従事させるための事業（ジョブマッチング・ＯＦＦＪＴ研
修）の実施費用の一部を助成する。

8,000 新規 ・地域医療介護総合確保基金

介護職員等研修事業費
介護従事者等を対象に、業務遂行上必要な研修等を実
施することで、その資質向上を図る。

72,719
継続

（拡充）

看護職員出向応援事業費

在宅医療など地域包括ケアシステム構築に向けた看護
職員の確保、地域偏在の解消に向けた取組として、看護
職員の確保及び人材育成をコーディネイトするシステム
を構築し、地域の看護職員の確保と質の向上を図る

14,871
継続

（拡充）

・地域医療介護総合確保基金
・医療提供体制推進事業費補助
金
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事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

訪問看護連携強化事業費

長期療養や介護を必要とする住民ニーズに対応した地
域包括ケアシステムの構築に向け、地域の医療機関、訪
問看護ステーション等に従事する看護職員等の技術向
上や連携を強化する.

4,845
継続

（拡充）
・地域医療介護総合確保基金

看護管理研修事業費
地域包括ケアシステムの構築と在宅医療の推進に向
け、看護管理者の指導力の強化を図るための研修を実
施する。

9,851
継続

（拡充）
・地域医療介護総合確保基金

自立支援・重度化防止等市
町村支援事業費

市町村が実施する介護予防事業等や自立支援・重度化
防止等に資する地域ケア会議の効果的な実施を図るた
め、介護予防従事者への研修の実施や地域ケア会議へ
のアドバイザー派遣を通じた市町村支援を行う。

3,934
継続

（拡充）
・保険者機能強化推進交付金

認知症理解普及促進事業支
援事業費

認知症高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続け
ることができるよう、認知症コールセンターの設置や認知
症サポーター等の養成等を実施する。

10,670
継続

（拡充）
・介護保険事業費補助金
・保険者機能強化推進交付金

認知症対策等総合支援事業
費（初期集中支援チーム員
フォローアップ研修事業費）

全市町村に設置された認知症初期集中支援チームの効
果的・効率的な活動や人材育成等を支援するため、認知
症初期集中支援チーム員等の必要な知識や技術を習得
するための研修を実施する。

589 新規 ・地域医療介護総合確保基金

周産期医療対策支援事業費

産婦人科医師及び分娩取扱い産科医療機関が減少し、
地域によっては出産が困難な状況となっているため、地
域の産科医療機関等への支援により周産期医療体制の
確保を図る。

155,476
継続

（拡充）

・医療施設運営費等補助金
・医療施設等施設整備費補助金
・医療提供体制施設整備交付金

災害拠点病院整備事業費補
助金

災害時の医療確保等のため、災害拠点病院として必要
な施設、設備整備に対して支援するほか、実災害を想定
した訓練を実施する。

101,927
継続

（拡充）

・医療施設運営費等補助金
・医療提供体制施設整備交付金
・医療提供体制推進事業費補助
金

ドクターヘリ整備事業費
重症重篤な患者等を搬送するドクターヘリの運航に要す
る経費等に対し支援する。

1,005,687
継続

（拡充）
・医療提供体制推進事業費補助
金

外国人医療環境整備事業費

来道外国人観光客などの増加に伴い、医療機関を受診
する外国人も増加が想定されることから、円滑な意思疎
通を支援するなど、医療従事者の負担軽減を図りながら
医療提供体制の充実を図る。

4,132 新規 ・地域医療介護総合確保基金

聴覚障がい者情報提供施設
運営事業費

聴覚障がいのある方々の社会参加促進のため、聴覚障
がい者情報提供施設の運営を支援する。

56,125 新規 ・地域生活事業費国庫補助金

障がい者への情報保障推進
事業費

障がい者意思疎通支援条例等の制定に伴い、障がいの
ある方の多様な意思疎通手段や手話が言語であること
について、道民の理解を深め障がい者の意思疎通を円
滑に行うことができるよう情報保障の推進を図る。

1,114 新規 ・地域生活支援事業補助金

ヘルスケア産業競争力強化
推進事業費

ヘルスケア産業における新規参入及び競争力強化のを
図るため、新たなサービス開発や人材確保、販路開拓の
支援を実施する。

20,206 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金
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(1)価値を創造する地域産業の育成・強化

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

次世代自動車関連ものづくり
産業振興事業費

次世代自動車や自動走行等、環境負荷の軽減に資する
ものづくり産業の振興に向け、大規模なイベントの場や
現場見学等を通じ、次の時代を担う子どもや学生をはじ
めとする道民への理解促進・人材育成を図る。

22,928 継続 ・電力移出県等交付金

ものづくり産業分野人材確保
支援事業費

ものづくり企業の人材確保を図るため、道外ＵＩターンイ
ベントへの出展やものづくり産業の認知度向上、就業促
進に向けたセミナーや見学会等の取組を行う。

13,143 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

ものづくり人材技術力強化事
業費

ものづくり企業の販路拡大や新分野進出を促進するた
め、IoT技術や生産管理などの技術系人材の育成強化
のほか、専門家派遣による課題解決や成功モデル創出
などの取組を行う。

52,725 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

企業間連携型IT産業等振興
事業費

市場拡大が見込まれるAI、IoT分野における道内企業の
連携の取組や技術を道外にＰＲするとともに、企業が求
める人材確保を支援し、個性ある道内ＩＴ産業の振興を図
る。

4,281 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

市場動向対応型研究開発支
援事業費

産学が共同で取り組む市場動向を反映させた商品化な
どに関する研究開発の最終フェーズを支援することで、
ベンチャーの創出や事業拡大などを促進する。

10,683 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

自動車関連新分野参入促進
事業費

自動車関連分野への参入を促進するため、企業間連携
や異分野・異業種の連携による受注確保に向けた検討
を行うとともに、東北地方でのビジネスマッチングや中京
圏等における東北各県と連携した展示商談会を開催す
る。

12,381 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

食関連ものづくり産業振興事
業費

食関連機械産業の育成・振興を図るため、食品メーカー
等の生産性向上のニーズ把握や、生産性向上に資する
製品開発を行う食関連機械メーカーへの専門家派遣、展
示会への出展を行う。

3,258 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

航空機関連分野参入促進・
人材育成事業費

航空機関連分野への道内企業の参入促進のため、機運
醸成に向けたセミナー等の開催や、参入に必要なノウハ
ウ、技術力を持つ専門人材等の育成、販路拡大のため
の商談会への出展等を行う。

7,741 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

プロダクトデザイン創出支援
事業費

道内ものづくり企業等の付加価値向上や販路拡大を図
るため、ものづくり企業のデザイン活用に向けた調査等
を実施する。

924 新規

先端技術の導入支援等によ
る地域企業生産性向上事業
費

本道経済の発展を加速するため、道内製造業への先端
技術等の導入・応用について、機械器具の製造側とユー
ザー側を一体的に支援し、地域企業の生産性向上を図
る。

49,042 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

自動走行車開発拠点化促進
事業費

道内における自動走行の試験適地の情報提供など企業
に向けたPRや国への働き掛けなどにより、積雪寒冷地
に対応した実証試験場の誘致や、道内での実証試験の
誘致に取り組み、自動走行の開発拠点化を図る。

11,000 継続 ・電力移出県等交付金

２．北のめぐみ「資源・ひと・経済好循環」創出プロジェクト

 食をはじめとする地域資源の掘り起こしや磨き上げ、ﾈｯﾄﾜｰｸ化、豊富なエネルギー資源の活用などを通じ、資源・

ひと・経済の循環を促進し、地域外への移出の拡大や内需、雇用の創出につなげる。  

 
 

・再生可能エネルギーの利用拡大、エネルギーの自給･
地域循環の促進  

エネルギー自 給 ・地 域 循 環 システム  

 

・エゾシカの利活用地域モデルの創出 

自 然 との共 生 モデルの創 出  

 

・ものづくり産業などにおける産業間や地域間のネッ
トワークによる新製品･新技術の開発促進 

・女性や若者などの創業サポート体制の構築 

価 値 を創 造 する地 域 産 業 の育 成 ・強 化  

 

・中小・小規模企業の成長をリードするプロフェッショナル人材の確保 

・地域における異業種間の連携の推進    ・中小・小規模企業の持続的発展に向けた取組の推進  

地 域 における循 環 の仕 組 みづくり  

 

・グローバル人材の育成･確保、海外からの人材の受入促進 

・ICT を活用した遠隔授業の仕組みづくり 

地 域 を担 う人 づくり  
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事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

食関連産業省力化促進事業
費

道内大学、研究機関の先端技術を食関連産業に導入
し、スマート化するための産学官連携体制を整備すると
ともに、事業化に向けた基盤技術の開発や製品化を推
進する。

40,000 新規 ・地方創生推進交付金

(2)エネルギー自給・地域循環システム

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

戦略的省エネ促進事業費
省エネ・新エネ促進条例に基づき、小規模事業者におけ
る省エネ実態調査・普及啓発等を行い省エネを促進す
る。

4,428
継続

（拡充）
・電力移出県等交付金

エネルギー地産地消スタート
アップ事業費

エネルギー地産地消を推進するコーディネーターを配置
し、事業の掘り起こしや事業計画・収支計画策定、実施
までを支援し、地域における推進体制の構築を図る。

5,500 継続 ・新エネルギー導入加速化基金

環境産業関連製品技術開発
振興事業費

道内の省エネ・新エネ化や地域エネルギーの効率的利
用を促進するため、環境関連製品の開発や事業化、技
術開発及び実証等を行う事業に対し補助する。

36,439 継続 ・電力移出県等交付金

環境産業振興総合対策事業
費

道内の環境産業の振興を図るため、スマートコミュニティ
の構築促進、環境産業シンポジウムの開催及び道外展
示会への出展等を行う。

19,489 継続 ・電力移出県等交付金

エネルギー地産地消事業化
モデル支援事業費

地域の特性に応じたエネルギー資源を効果的･効率的に
利用し、非常時にも対応可能である地域のエネルギー地
産地消事業化モデルとなる取組に対し支援する。

1,009,262
継続

（拡充）
・新エネルギー導入加速化基金

水素利活用型ビジネス形成
促進事業費

道内企業の水素関連ビジネスへの参入を促進するた
め、地域の関連プロジェクトの立ち上げに必要な調査等
を行うとともに、道外展示会への出展等を行う。

19,946 新規 ・電力移出県等交付金

エネルギー対策検討費
胆振東部地震の経験やこれまでの課題や可能性を踏ま
え、道内のエネルギーの現状や課題等に関して調査･検
討等を行う。

15,000 新規 ・電力移出県等交付金

(3)未来を担う人づくり

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

「北海道ニューリーダーネット
ワーク」検討費

本道の将来を担う若く意欲に満ちたリーダーの育成と
ネットワーク形成の具体的な実施に向け、有識者等によ
る検討会議を設置し、求められているリーダー像や育成
方法のほか、ネットワークの構築方法等について調査・
検討を行う。

1,000 新規

北海道立学校ふるさと応援
事業費

北海道の次代を担う人材を育成するため、ふるさと納税
等を活用し、指定校の特色ある教育活動及びグローバ
ル人材育成等の道立学校全体に係る取組の充実を図
る。

2,000 新規

未来を切り拓く資質・能力を
育む高校教育推進事業費

新学習指導要領の実施に向けて、「主体的・対話的で深
い学び」や大学入試改革等に対応するため、授業改善に
係る研究等を実施する.

6,610 新規

ほっかいどう学力向上推進
事業費

生徒の英語力を強化するため、新たに英語が追加される
全国学力調査を活用し、教師の指導力や生徒の英語力
向上に向けた授業改善等を支援する。

35,628
継続

（拡充）

プログラミング教育事業費
令和２年度（2020年度）から全面実施となる新学習指導
要領に基づくプログラミング教育の円滑な導入を図るた
め、実践校による研究や指導的教員の育成を実施する。

4,515 新規

青少年国際交流加速化事業
費

本道の国際交流をリードするグローバル人材の育成を加
速するため、姉妹友好提携地域等との間における青少
年交流を拡大する。

10,000 新規

農業人材確保対策推進事業
費

次代の本道農業を担う意欲と能力のある人材を確保す
るため、農外からの就農希望者と受入市町村等とのマッ
チング機会の創出（就農フェアの開催）と就農希望者が
具体的な就農イメージを抱くことができる農業見学を一
体的に実施する。

4,208 新規
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事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

北の森づくり専門学院設立
準備費

令和２年度（2020年度）の開校に向け、学生募集及び備
品整備や地域との連携体制の構築など受入体制の整備
を行う。

419,182
継続

（拡充）

・森林整備等支援基金繰入金
・森林整備担い手対策基金運用
金

外国人材地域サポート促進
事業費

コーディネーターを派遣し、地域の関係者による協議会
の設置や、外国人材の受入れに当たっての課題の整
理、就労面や生活面のサポートの検討・実施などを支援
し、外国人材の受入環境を整備するモデルケースの創
出を図る。

7,717 新規 ・地方創生推進交付金

外国人材確保支援事業費
外国人材の採用経験が無い企業、採用ルートを開拓し
たい道内企業等を対象に、道内６地域で、採用相談会を
開催し、円滑な外国人材の確保を支援する。

4,910 新規 ・地方創生推進交付金

(4)自然との共生モデル創出

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

エゾシカ利活用推進地域モ
デル実証事業

エゾシカの捕獲から利活用までの一連の取組を確立させ
ることにより、地域産業としての定着を図る。

13,000 継続 ・地方創生推進交付金

市街地周辺ヒグマ出没対策
事業費

市街地周辺に出没するヒグマの増加に対処するため、
ICT技術等を活用し、生息実態の把握や有効な出没対策
等の検証を行う。

5,278 新規 ・地方創生推進交付金

(5)地域における循環の仕組みづくり（人材確保、異業種間連携、中小・小規模企業育成）

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

多文化共生総合相談ワンス
トップセンター整備･運営事
業

国の外国人受入環境整備交付金を活用して、多文化共
生総合相談ワンストップセンターを整備し、生活者として
の外国人を支援する。

26,605 新規 ・外国人受入環境整備交付金

多文化共生に係る研修会の
開催事業

市町村職員等に、多文化共生社会形成の必要性や「や
さしい日本語」の活用等について研修会を行い、外国人
に選ばれ、働き暮らしやすい北海道を目指す。

2,460 新規 ・地方創生推進交付金

プロフェッショナル人材セン
ター運営事業

中小企業等の経営改善意欲を喚起し、道外からのプロ
フェッショナル人材と道内中小企業等の橋渡しを行い、Ｕ
Ｉターン・プロフェッショナル人材受入企業への支援やきめ
細かなアフターフォローによりスムーズな人材定着を図
る。

45,325 継続 ・地方創生推進交付金

地域戦略産業人材確保支援
事業費

人材確保に向けた意識改革とともに、業務の改善などの
人材確保対策を支援するため、コーディネーターの配置
やセミナー開催のほか、企業の人材確保に係る取組に
係る経費に対して補助する。

29,029 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

観光人材マッチング支援事
業費

人手不足や人材の定着が課題となっている宿泊業や観
光貸切バス業をはじめとした観光産業の人材確保を支
援し、急増する外国人観光客への対応も踏まえた観光
の受入体制を整備する。

33,702 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

地域活性化雇用創造展開事
業費

地域における雇用の場の確保・創出や職場定着を図る
ための取組を地域が主体となって実施する。

51,459 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

雇用就農促進サポート事業
費

雇用就農（農業法人への就職）を促進するため、農業経
営者に対する労働環境改善への気運醸成の取組と併
せ、求職者に対する雇用就農への理解と興味を深める
取組を実施する。

10,320 新規
・地域活性化雇用創造プロジェク
ト事業費補助金

中小・小規模企業ＩＴ・キャッ
シュレス導入加速化事業費

ＩＴ・キャッシュレス関連導入フェアを開催し、道内中小・小
規模企業の売上向上や業務効率化などの生産性向上を
推進するとともに、現金取扱事務の省力化などのキャッ
シュレス導入を促進する。

4,541 新規
・地方公共団体による小規模事
業者支援推進事業費補助金

被災地企業等の連携による
販路・売上拡大支援事業費

震災により甚大な被害を受けた被災３町において、地域
の企業が連携し、地元自治体、商工団体、金融機関等が
一体となり商品・サービスの開発や販路拡大に取り組
み、被災３町の地域経済を活性化し復興を促進する。

9,250 新規
・地方公共団体による小規模事
業者支援推進補助金

建設業経営体質強化対策事
業費

建設産業の担い手確保・育成を図るため、建設産業ふれ
あい展やICT体験講習会、人材確保 ・育成に向けた研修
会等を実施するとともに、建設業団体等が行う生産性向
上等の事業経費の一部を補助する。

9,000 継続
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(1)農業の競争力の強化、林業の新たなブランドづくり、水産業の持続的な発展

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

スマート農業総合推進事業
費（加速化実証、営農体系確
立、普及人材研修）

国が目標とする農業の担い手のほぼ全てがスマート農
業に取り組むことができるよう、先端技術を組み入れた
新たな営農技術体系等の検討・検証を支援するととも
に、普及指導員の指導力の強化や農業大学校における
教育体制の充実などを行う。

18,072 新規
・持続的生産強化対策事業費補
助金

スマート農業総合推進事業
費（牧草生産実証）

牧草生産における労働力の負担軽減と経営の効率化を
図るため、ドローンやＩＣＴを活用し、雑草部分をピンポイ
ントで草地更新する生産実証などの取組を行う。

19,900 新規 ・地方創生推進交付金

スマート農業総合推進事業
費（スマート農業の推進）

スマート農業に係る新技術の情報提供や事例発表など
を行うシンポジウムを開催するほか、道内企業と農家と
のマッチングに取り組む。

11,587 継続 ・地方創生推進交付金

資源増大魚種消費拡大推進
事業費

近年水揚げが増加しているブリ・サバ・イワシの消費拡大
を図るため、レシピの普及に取り組むほか、生産者団体
や水産加工団体による販売促進の取組を支援する。

4,303
継続

（拡充）

日本海漁業振興対策事業費

日本海地域の漁家経営の安定化に向け、新たな養殖業
の導入、拡大や漁船漁業を組み合わせた経営の多角
化、付加価値向上などによる生産の増大、共同化による
規模拡大の取組を支援する。

30,259 継続 ・地方創生推進交付金

農林漁業の新たな担い手確
保モデル事業

一次産業の担い手となり得る人材を幅広く確保するた
め、これまで一次産業の情報に触れる機会が少なかった
普通高校等の生徒や転職希望者などに対して、農林水
産業の各分野が一体的にPRを行うとともに、就業・暮らし
体験の機会を提供する。

16,370 継続 ・地方創生推進交付金

道産木製品プロモーション事
業

道産木材製品の道外・海外への販路拡大を図るため、
道産木材の強みを活かした新たなブランド戦略を検討す
るとともに、国内外において、展示・商談会への出展など
プロモーション活動を展開する。

11,286 継続 ・地方創生推進交付金

道産ＣＬＴ利用促進事業費

本道のカラマツやトドマツの新たな需要先として期待され
る道産CLTの利用拡大を図るため、需要の創出に向けた
設計・建築技術の調査・研究、技術者の育成や認知度向
上に向けた普及などの取組を実施する。

10,968 継続 ・地方創生推進交付金

クール林業担い手確保対策
事業費

林業担い手の育成・確保を進めるため、教育機関や林業
事業体、市町村など地域の関係者のネットワーク化を進
め、新規就業者の確保に向けた通年雇用化や就業環境
の改善などを促進する取組を実施する。

3,016 継続

クリーンラーチ増産推進事業
費

二酸化炭素の吸収能力や成長性に優れ、木材としての
利用価値の高い「クリーンラーチ」の生産技術の向上に
向けた取組を実施する。

419 継続

３．未来を拓く「攻めの農・林・水産業」確立プロジェクト

 我が国の食料の安定供給に貢献する本道農業・水産業の国際競争力を高めるとともに、本道ならではの森林

資源のブランディングを進めることにより、地域に所得と雇用を生み出すチャレンジングな農林水産業を確立する。  

 

 

・コメ、青果品、ホタテガイ、サケなど品目別・国別の輸出戦略の策定・推進 

・HACCP 取得促進や海域モニタリングの実施 

・低コストで品質の優れた道産木材の加工･流通体制の整備 

販 路 拡 大 ・輸 出 戦 略 の推 進  

 

・先端技術を駆使したスマート農業の推進  

・６次産業化・農商工連携ビジネスモデルの普及拡大 

・酪農の生産拡大や放牧酪農の推進に向けた仕組みづくり 

・薬用作物の地域生産モデルの構築 

農業の競争力の強化 
 

・道産木材を活用したＣＬＴの実用化 

・次世代樹種「クリーンラーチ」のブ
ランド化 

 

・日本海地域における新たな生
産体制づくり 

・ブリ・サバなど新たな北海道ブ
ランドの創出 

林業の新たなブランドづくり 水産業の持続的な発展 

・農業分野における企業との連携による新たな担い手確保モデルの構築など、農林水産業の成長を支える人材の育成・確保 
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(２)販路拡大・輸出戦略の推進

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

道産農畜産物輸出総合対策
事業費

道産農畜産物の輸出拡大を図るため、輸出に取り組もう
とする産地への支援や生産者団体との合同ＰＲ、品目別
のテスト輸出など総合的な取組を実施する。

69,201
継続

（拡充）
・地方創生推進交付金
・グローバル産地づくり推進事業

ホタテガイ海域拡大管理推
進事業

本道の主要魚種であるホタテガイの販路拡大及び価格
安定を図るため、ＥＵへの輸出向けホタテガイの生産海
域の監視、生産者や加工業者に対する衛生管理指導等
に取り組む。

4,198 継続

道産水産物販路拡大推進事
業費

生産者団体による販路拡大の取組への支援や、新たな
輸出品目の普及に向けた試験事業の実施など、アジア
圏を主体に輸出拡大の取組を進める。

12,689
継続

（拡充）
・地方創生推進交付金
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(1)HOKKAIDOブランドの発信

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

国際大会等を契機とした食と
観光の魅力発信事業費

国際大会等の開催を契機に国内外の需要獲得を目的と
して、首都圏において道内各地域の食と観光の魅力をＰ
Ｒし道産品のブランド力向上を図る。

8,762 新規 ・地方創生推進交付金

道産ワイン高度人材確保事
業費

GI制度を踏まえた道産ワインの品質向上やブランド力の
育成・確立を図るため、ワイン製造業を担う高度な人材を
育成する。

52,632 継続 ・地方創生推進交付金

ワイン用ぶどう生産拡大総
合推進事業費

ワイン用ぶどうの生産拡大と品質向上を図るため、道外
からの苗木確保の体制構築や単収向上対策などの必要
な取組を関係機関と連携しながら総合的に推進する。

2,151 新規 ・地方創生推進交付金

道産チーズ基盤強化対策事
業費

チーズの製造技術の継承と地域の特色あるチーズ文化
の維持・向上を図るため、就労希望者と工房とのマッチン
グなど、チーズ工房の担い手確保対策に取り組む。

1,239 新規

食のキーパーソン育成事業
費

道産食品の高付加価値化と北海道ブランドの確立・磨き
上げを図るため、食関連産業を牽引する人材を育成す
る。

19,391 継続 ・地方創生推進交付金

HACCP推進対策費

すべての食品等事業者におけるＨＡＣＣＰに沿った衛生
管理の制度化に向けて、事業者及び消費者に対する啓
発や導入を推進し、道産食品の安全性確保、衛生的付
加価値の向上を図り、ブランド力を強化する。

2,558
継続

（拡充）
・HACCP導入支援事業委託費

食品製造業のマーケティング
力強化事業費

地元食材を活用した高品質道産食品の認定制度の運用
により、道産食品の高付加価値化、北海道ブランドの磨
き上げを促進する。

6,037 継続 ・地方創生推進交付金

成長市場向けマーケティング
支援事業費

相談会や商談会、生産現地視察などを実施し、首都圏等
の富裕層をターゲットとした道産食品のブランド力の磨き
上げや販路拡大を図る。

11,231 継続 ・地方創生推進交付金

食品製造業の研究・商品開
発推進事業費

今後成長が期待される食品分野の市場獲得を図るた
め、食に関する研究体制を構築するとともに、商品開発
の取組を促進する。

37,825 継続 ・地方創生推進交付金

道市連携海外展開推進事業
費（地域産業育成によるアジ
ア展開プロジェクト事業費）

海外需要を効果的に取り込むため、道と札幌市が連携
し、現地関係機関や企業等とのネットワークを活用しなが
ら、道内企業が有する寒冷地技術やサービス等によるビ
ジネスの参入を支援する。

5,300 継続 ・地方創生推進交付金

(2)食を中心とした輸出拡大

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

食の海外展開促進・需要拡
大事業費

現地の大型商談会出展やEC市場参入等、最大の市場
である中国への道産食品の参入機会が拡大されたタイミ
ングを捉え、輸出拡大に向けた取組を推進する。

21,309 新規 ・地方創生推進交付金

４．輝く「アジアのHOKKAIDO」創造プロジェクト

 人口減少に伴う域内需要の減少に対応するため、グローバル化の潮流を捉え、アジアの成長力を着実に取り

込むとともに、日ロ国境地域の振興などを通じて、国際競争力の高い北海道を創造する。  

 

・北洋漁業縮減に対応するための総合対策 ・ロシアビジネスをワンストップで支援する体制づくり 

・日ロフェリー定期航路、離島航路・航空路の維持確保 

・北極海航路活用に向けた取組の促進   ・北方領土隣接地域の振興 

国 境 地 域 の振 興  

ロシア 

極東  

 

・航空ネットワークの拡充などによるインバウンドの大幅拡大 

・「新幹線時代」の交通網整備と誘客促進 

・国内外からの投資の促進による観光客の受け皿づくり 

 

・ターゲットを絞った戦略的コールドチェーンの構築 

・HACCP導入による食品関連産業のブランド力強化 

・ハラール・マーケットの食需要の獲得 

食 を中 心 とした輸 出 拡 大  

 

・世界に発信するクール HOKKAIDOの新展開 

ＨＯＫＫＡＩＤＯブランドの発 信  

観 光 受 入 体 制 の飛 躍 的 拡 充  

ASEAN 

東アジア・中東 
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事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

道産食品輸出企業海外進出
促進事業費（香港・台湾）

道産食品輸出額1,500億円の目標達成に向けて、北海道
ブランドの浸透と道産食品の販路拡大の促進を図る。

30,891 継続 ・地方創生推進交付金

道市連携海外展開推進事業
費（海外企業連携型販路拡
大プロジェクト事業費）

海外需要を効果的に取り込むため、道と札幌市が連携
し、現地関係機関や企業等とのネットワークを活用しなが
ら、道産品（食品、化粧品、工芸品等）の販路の開拓と定
着等の取組を支援する。

14,000 継続 ・地方創生推進交付金

海外アンテナショップの支援
機能強化による販路拡大推
進事業費

海外アンテナショップを活用し、テスト販売の充実や支援
機能の強化など、道産食品のPRを実施し、海外における
販路拡大を図る。

51,072 継続 ・地方創生推進交付金

(3)観光受入体制の飛躍的拡充

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

国際航空ネットワーク拡大強
化事業費

新千歳空港をはじめとした道内空港における国際航空路
線の維持・拡大に向けた取組を推進する。

139,350 継続

国際相互送客促進事業費
北欧や豪州、中国などの新規路線就航地と連携し、共同
広告の掲載などの相互送客に取り組む。

29,600 新規 ・地方創生推進交付金

民族共生象徴空間誘客促
進・地域連携事業費

2020東京オリパラ大会にあわせたウポポイ（民族共生象
徴空間）の一般公開に向け、道内外の機運醸成を図ると
ともに、インバウンドなど国内外からの誘客促進を図る。

416,635 継続 ・地方創生推進交付金

総合的アイヌ政策推進事業
アイヌ新法の制定を踏まえ、新たな道のアイヌ施策推進
方策を検討するとともに、複数市町村をカバーする広域
相談員を設置する。

11,424 新規

2020東京オリンピック・パラリ
ンピック競技大会関連事業
費

東京オリンピック聖火リレーの成功へ向け、詳細ルートの
選定やランナー公募等を行うとともに、東京オリパラに向
けた道内機運の醸成を図る。

68,500
継続

（拡充）

世界遺産登録推進費
「北海道・北東北の縄文遺跡群」の世界遺産登録を目指
し、４道県で登録審査の対策に取り組む。

19,277
継続

（拡充）
・地域の特色ある埋蔵文化財活
用事業費補助金

北海道歴史・文化ポータルサ
イト改修事業費

遠くに住む道民や観光客が道内博物館・美術館等に興
味を持ち、楽しんでもらえる仕組みをつくるため、既存
ポータルサイト内での「デジタル・北海道アートミュージア
ム」開館に向けた検討会議等を実施する。

1,781 新規

アドベンチャートラベルワー
ルドサミット誘致促進事業費

アドベンチャートラベルの振興を図るため、「アドベン
チャートラベルワールドサミット２０２１」誘致に向けた取
組を実施する。

6,205 新規

アドベンチャートラベル受入
推進費

欧米富裕層の間で広がっているアドベンチャートラベル
は、本道が持つ自然･体験･文化資源を最大限に活用で
きる旅行形態として期待されているが、受入体制が不十
分であることから、ガイド育成など受入側の体制を整備
する。

10,267 新規

サイクルツーリズム推進事業
費

本道のサイクルツーリズム観光客の拡大を図るため、サ
イクリング周遊拠点における施設の整備不足、公共交通
機関等への自転車の持ち込みの手間など本道が抱える
様々な課題に対応した受入体制を整備する。

19,384 新規 ・地方創生推進交付金

他県連携相互送客推進事業
費

首都圏からの誘客に加え、地方中核都市をターゲットに
相互に観光プロモーションなどを行い、本道と他県の相
互送客を促進し、全国から本道への誘客を図る。

14,592 新規

ユニバーサルツーリズム推
進事業費

誰もが安全・安心に楽しめる旅行を「ユニバーサルツーリ
ズム」と位置づけ、様々なニーズを持つ旅行主体が道内
旅行を楽しむことができる受入体制整備を推進する。

14,415 継続

観光客夜間消費拡大促進事
業費

来道観光客の夜間消費の拡大を図るため、外国人向け
の意識調査や普及セミナー等を開催する。

4,044 新規 ・地方創生推進交付金
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事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

欧米人任用によるインバウン
ド強化事業費

語学指導等外国人青年誘致事業を活用して北海道観光
振興機構に欧米人を任用し、欧米からの誘客を強化す
る。

3,808 新規

北海道外国人観光客再訪促
進事業費

閑散期や道央圏以外の観光情報を発信することで北海
道観光のファンを増加させ、外国人観光客の来道時期の
平準化及び広域拡散化を図る。

36,223 継続 ・地方創生推進交付金

ふれあい民泊推進事業費
ステップアップセミナーを通じて、民泊事業者のサービス
の質の向上を図り、滞在型観光を推進する。

2,298 新規 ・地方創生推進交付金

海外からの投資誘致推進事
業費

海外からの投資を促進するため、観光や食、IT分野等を
中心に海外プロモーションと投資家招聘を効果的に実施
する。

22,000 継続 ・地方創生推進交付金

(4)国境地域の振興

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

北海道・ロシア連邦地域間協
力キックオフ事業

日露の幅広い関係強化と更なる経済交流の拡大に向
け、ロシア極東地域、欧露部等との交流に取り組む。

79,804
継続

（拡充）

北方領土返還要求運動費
（北方領土サポーター活躍推
進事業費）

北方領土返還要求運動における後継者育成のため、道
が実施する返還要求運動事業の参加者を北方領土サ
ポーターとして登録し、サポーター及び関係団体等が一
堂に会するネットワーク会議を開催する。

1,715 新規

北方領土返還要求運動費
（北方領土体験学習事業費）

北方領土返還要求運動における後継者育成のため、道
内の中高生を根室管内に派遣し、元島民による講話や
当時の主要産業（コンブ漁・水産加工業）の体験学習を
実施する。

2,022 新規
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(１)道内自治体の連携、道外都市との連携

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

ほっかいどう応援団会議運
営事業費

北海道の持つ可能性を最大限に発揮するため、本道に
想いを寄せる方々と幅広いネットワークを形成し、「ほっ
かいどう応援団会議」として、民間が有する力やノウハウ
を結集する。

25,000 新規

ＳＤＧｓ推進事業費
オール北海道でのＳＤＧｓの推進を図るため、各地域で
多様な主体が参加する意見交換会を開催するほか、取
組事例集の作成など普及啓発の取組を実施する。

2,000 新規

地域自律圏形成推進検討会
議

市町村の広域的な連携や事務・権限の充実について、
道と市町村が協働して意見交換や政策研究を行う地域
自律圏形成推進検討会議を14振興局で開催。

608 継続

市町村連携地域モデル事業
定住自立圏の活用が困難な地域などを対象として、道独
自の市町村連携地域モデル事業を創設し、市町村間連
携の取組を支援。

100,000 継続

(2)福祉と産業連携

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

農業・農村の新しい働き方確
立支援

農業生産の現場等で不足している労働力を確保するた
め、地域全体での枠組みを構築した上で、労働環境の改
善に取り組むとともに、農福連携など多様な人材の農業
参画の手法について、全道への波及を図る。

3,400 新規

・農業経営確立支援事業費補助
金
・障がい者総合支援事業費補助
金

(3)大学との連携

事業名 事業概要 予算額（千円） 区分 備考（特財等）

北海道における雇用創出・
若者定着の推進

地域の理工系大学や工業高等専門学校と自治体・企業等が連携し、「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（文
部科学省補助事業）」を活用して、道内における雇用創出・若者定着の推進に取り組む。

【連携：室蘭工業大学、北見工業大学、北海道科学大学、千歳科学技術大学及び苫小牧、釧路、旭川、函館工業高等
専門学校並びに北海道、室蘭市、北見市、札幌市、千歳市、苫小牧市、釧路市、旭川市、函館市、経済団体、企業、金
融機関等】

５．多様な交流・連携と「北海道型地域自律圏」形成プロジェクト

 地域構造に着目し、北海道ならではの地域間、産業間、主体間の多様な連携モデルを創出することにより、地

域の特性や実情に応じた行政サービスやコミュニティを維持し、人口減少下においても活力ある地域を形成する。  

 
 

・北海道独自の市町村間連携などによる 

「北海道型地域自律圏」の形成 

 

・道内市町村の広域連携による東京２３区など 

道外都市との交流促進 

道 内 自 治 体 の連 携  

IT ネットワークによる地域間連携の基盤づくり  

道 外 都 市 との連 携  

 

・障がい者等の就労機会を創出する福祉・産業連携モデル構築 

福 祉 と産 業 連 携  
 

・大学との連携による地域活性化・雇用の創出 

大 学 との連 携  
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